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① 法人本部　拠点区分
② ワークセンターとよなか　拠点区分

ア　生活介護
 イ　就労継続支援（B型）

③ 工房「羅針盤」　拠点区分
ア　生活介護
イ　就労継続支援（B型）

④ 工房モコ　拠点区分
ア　生活介護

⑤ きらら作業所　拠点区分
ア　生活介護
イ　就労継続支援（B型）

⑥ 第2工房「羅針盤」　拠点区分
ア　生活介護
イ　就労継続支援（B型）

財務諸表に対する注記（法人全体）

継続事業の前提に関する注記

該当なし

（２）事業区分別内訳表（第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式）

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
（４）公益事業・収益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）

当法人では、公益事業・収益事業を実施していないため作成していない。
（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容

当法人では、社会福祉事業のみを実施するため作成していない。

共済会制度を採用する。

法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。
（１）法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式)

（３）　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

重要な会計方針の変更

新社会福祉法人会計基準（平成２３年７月２７日付）へ移行

法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度及び一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
ただし平成２７年３月３１日以前のものについては、引き続き通常の賃貸借処理に係る
方法に準じた会計処理を適用している。

（２） 引当金の計上基準
・退職給付引当金

一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に係る
掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

・賞与引当金

重要な会計方針

（１） 固定資産の減価償却の方法
・平成１９年３月３１日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成１９年４月１日以降に

取得したものについては定額法によっている。
・リース資産



⑦ やすらぎの家　拠点区分
ア　共同生活援助

⑧ らしんばんの家　拠点区分
ア　共同生活援助

⑨ 障害者生活支援ステーション・ソレイユ　拠点区分
ア　居宅介護
イ　同行支援
ウ　移動支援
エ　重度訪問介護

⑩ 相談支援センターきらら　拠点区分
ア　一般相談支援
イ　特定相談支援
ウ　障害児相談支援

⑪ クレヨン　拠点区分
　ア　生活介護
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(単位：円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
10,000,000 0 0 10,000,000
10,000,000 0 0 10,000,000

7

8

0円
0円

0円
0円
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(単位：円)
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

0 0 0

建物 157,456,816 93,378,258 64,078,558
構築物 12,483,899 10,369,447 2,114,452
機械及び装置 11,487,065 9,015,165 2,471,900
車輌運搬具 61,670,564 47,364,293 14,306,271
器具及び備品 32,676,633 29,792,035 2,884,598
権利 60,000 0 60,000
ソフトウェア 45,500 11,375 34,125
差入保証金 10,730,000 0 10,730,000
その他固定資産 2,509,478 65,029 2,444,449

合計 289,119,955 189,995,602 99,124,353

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

計

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

基本財産の種類
定期預金

合計

会計基準第３章第４ （４） 及び （６） の規定による基本金または国庫補助金等
特別積立金の取崩し

該当なし

担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。



10

(単位：円)

債権額
徴収不能引当
金の当期末残

債権の
当期末残高

0 0 0
0 0 0

11

(単位：円)
帳簿価額 時価 評価損益

0 0 0
0 0 0

12

取引条件および取引条件の決定方針等

13 重要な偶発債務

14 重要な偶発債務

15

該当なし

該当なし

その他社会福祉法人の資産収支及び純資産増減の状況並びに資産、
負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

該当なし

関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりです。

合計

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

種類及び銘柄
該当なし

合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

該当なし


